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移民人口の現状と経済への影響

OECD諸国の移民人口：約1億2800万人

過去10年間で平均23％増加

経済への影響

2020年から2050年の移民流入により、

世界GDPは約4％増加（IMF 2020）

移民比率（2017年）

• OECD全域：10％

• 日本：2％

出典：経済協力開発機構・EU（2020）『図表で見る移民統合』
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日本の移民受け入れ政策の歴史と現状

歴史的背景

• 1960年代：労働集約型産業の人手不足を背景に、「研修」という名目で部分的に受け入れが実現。

• 1990年以降：社会的抵抗感を軽減する為に、労働者受け入れを直接的に規定しておらず、

「研修生」「技能実習生」「日系人」を通じた間接的な労働者受け入れが行われるようになった

現状（令和5年10月時点）

• 外国人労働者数：2,048,675人（前年比225,950人増） → 過去10年で約3倍増

• 外国人労働者比率： 全産業：3.0%, 宿泊業・飲食サービス業：5.9%, 製造業：5.2%

外国人労働者の流入は、自国民の雇用機会の喪失や賃金の下落をもたらす可能性があり、

しばしば政治的議論の対象となっている。
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移民流入が労働市場に与える影響：マイアミの事例（Card, 1990）

背景：1980年にキューバからマイアミ市に約12万人の移民流入

→ マイアミ市の労働力が7%増加。特に低技能職種への労働供給が顕著に増加。

研究結果

• 移民流入後の影響：非キューバ系労働者への賃金・雇用機会に影響なし。

結論

• 移民流入が地元労働者の賃金や雇用に必ずしも悪影響を与えるわけではない。

• マイアミの事例：労働市場が新たな労働力に迅速に適応。
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移民流入の労働市場への影響に関する議論

Borjas（2003）の指摘 → → 低熟練労働者の賃金減少を確認した

1.影響の過小評価 ： 他地域からの移民流入減少 → キューバ移民の影響が薄まった可能性。

2.産業構造の特性 ： 労働集約型産業（繊維・衣服）に吸収され、既存労働者は好条件の仕事へ。

3.特有の条件 ： スペイン語話者の多さが移民適応を容易にした。

4.比較都市の選定 ： 経済状況が類似する都市と比較すべき 。

Ottaviano & Peri（2012）の反論

• Borjasの「完全代替」仮定に異議。外国人労働者と地元労働者は不完全代替の関係にある。

• 研究結果：短期的には高校中退者の賃金が0.7%低下するが、長期：賃金が0.6～1.7%上昇する

欧米の既存研究では、肯定的・否定的な影響の双方をもたらす可能性が指摘されている。
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日本における移民受け入れの賃金への影響：既存研究と本研究の目的

日本における既存研究

1.中村他（2009）

⚬ データ：1991年、1996年、2001年の地域別パネルデータ。

⚬ 外国人労働者比率の上昇が賃金に与える影響：

大卒男性：一部で正の影響 高卒男性：有意に正の影響 大卒女性：有意に負の影響 高卒女性：有意な影響なし

⚬ 結論：外国人労働者は男性の賃金を押し上げる一方、女性には効果がないか引き下げる可能性。

本研究の目的

• 既存研究の課題：日本における外国人労働者の影響に関する実証分析は限定的。

• 目標：外国人労働者比率の上昇が賃金水準に与える影響を、先行研究で用いられていない

直近までの都道府県パネルデータを用いて定量的に解明。→ 産業・性別の影響を特定。
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説明・備考データソース被説明変数

都道府県別、産業別、男女別の常用労働者の平均給与。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」所定内平均給与

説明・備考データソース説明変数

外国人労働者比率 = 外国人労働者数 / 全就業者数 × 100 (%)

（1995, 2000, 2005, 2010, 2015, 2020年の年次データ）
総務省「国勢調査」外国人労働者比率

データ
02 -

01

• 常用労働者：事業所に常時雇用されている労働者

1. 正社員・正職員など、通常のフルタイム雇用者。

2. パートタイマー・アルバイト・嘱託社員など、非正規雇用者



説明・備考データソース統制変数

千人以上の規模の企業に勤めている労働者の割合厚生労働省「賃金構造基本統計調査」千人以上企業規模労働者比率

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」平均勤続年数

総務省「国勢調査」第一次産業従事者比率

総務省「国勢調査」第二次産業従事者比率

1996年データは地域単位（例：北海道、近畿）で分析総務省「労働力調査」完全失業率

（支出側、名目）内閣府「県民経済計算」県内総生産

（平成12暦年価格、国民経済計算ベース 平成23年3月時点）

2009年以降は線形回帰で推定
内閣府「都道府県別民間資本ストック」資本ストック

データ
02 -

01



データ

記述統計量

外国人労働者比率（2020年）

• 産業計・製造業：

⚬ 愛知、三重、群馬など、第二次

産業従事者比率が高い地域で外

国人労働者比率も高い。

• 宿泊業・飲食サービス業：

⚬ 東京、愛知、大阪などの都市圏

で高い

⚬ 都市部で外国人労働者が重要な

役割を担う。

02 -

01

出典：総務省「令和2年国勢調査」を基に筆者算出



データ

記述統計量

所定内平均給与

• 男女間の格差：全産業で女性の賃金は男性より一貫して低い。

• 産業間の格差：宿泊業・飲食サービス業の賃金水準は、産業計・製造業より全体的に低い。

統制変数の特徴

1.千人以上企業規模労働者比率：都市部で大企業が集中、地方では中小企業が主流。

2.平均勤続年数：宿泊業・飲食サービス業：8.42年と他産業より短い。

3.第一次産業従事者比率：一般的に低いが、農林水産業が盛んな地域では例外的に高い。

4.県内総生産：都市部への経済活動の集中を反映。

02 -

01



データ
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記述統計量

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「労働力調査」、内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」







データ

統制変数と所定内給与との関係性

1. 千人以上企業規模労働者比率：

大企業比率が高い地域ほど、労働者賃金は上昇

2. 勤続年数：

年功序列型賃金制度の影響で、勤続年数が長いほど賃

金が上昇

3. 第一次産業従事者比率：

低賃金労働が多いため、比率が高い地域では賃金水準

が低下

4. 第二次産業従事者比率：

製造業を中心とする高生産性産業により、賃金が上昇

02 -

01



データ

統制変数と所定内給与との関係性

5. 資本ストック：

資本の増加が労働需要を高め、賃金上昇につながる。

6. 県内総生産：

経済活動が活発な地域ほど高賃金を支払う余力が生じ

る。

7. 完全失業率：

• 失業率が低い地域ほど、男女ともに（特に女性

で）所定内給与が高い傾向。

• 失業率が低下する好景気では、企業収益が増加し

賃金が上昇しやすいため

02 -
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• データ分析対象・期間（5年ごと）

産業計：1996～2021年 製造業：2001～2021年 宿泊業、飲食サービス業：2006～2021年

• モデル：ミンサー型賃金関数を参考に下のモデルを構築

• 被説明変数 (Yit)：t 年における都道府県 i の所定内平均給与

• 説明変数 (Xit)：t年における都道府県 i の外国人労働者比率

※1．賃金水準に与える影響を検証するため、内生性を考慮し、

外国人労働者比率は所定内平均給与の1年前のデータを使用。

方法
02 -

02

都道府県パネルデータ分析



• 統制変数 (Zijt)：t年における都道府県 i の

千人以上企業規模労働者比率 / 平均勤続年数 / 第一次産業比率 /

第二次産業比率 / 県内総生産 / 資本ストック / 完全失業率

※製造業と宿泊業、飲食サービス業の分析で、 ①完全失業率は産業計のデータを使用

②第一次産業比率 ・ 第二次産業比率を変数から除外

• μi ： 観察不可能な個体効果（都道府県ごとの固定的要因）

• νit ： 攪乱項（観測できないランダムな変動）

方法
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都道府県パネルデータ分析



推定手法

• プーリング推定 ： 全データを統合し、共通の効果を推定。

• 固定効果推定 ： 各都道府県の固定要因を排除。

• ランダム効果推定 ： 個体間のランダムなばらつきを考慮し、効率的に推定。

検定方法と目的

• F検定 ： 回帰モデルを比較し、固定効果が有意に存在するかを検定。

⚬ 目的: 固定効果モデルがプーリングモデルより適切かを判定。

• ラグランジュ乗数検定 ： ランダム効果が有意に存在するかを検定。

⚬ 目的: ランダム効果モデルがプーリングモデルより適切かを判定。

• ハウスマン検定 ： ランダム効果の仮定が満たされているかを検定

⚬ 目的: 固定効果モデルとランダム効果モデルのどちらが適切かを判定。

方法
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都道府県パネルデータ分析



結果と考察03



• F検定およびラグランジュ乗数検定:

全てのモデルでP値<0.01 → 固定効果・ランダム効果が正統化された。

• ハウスマン検定の結果:

（産業計） 男女計・男性：固定効果推定が正統化された。

女性：ランダム効果推定が正統化された。

（製造業） 全ての性別で固定効果推定が正当化された。

（宿泊業・飲食サービス業） 男女計・女性： 固定効果推定が正当化された。

男性： ランダム効果推定が正当化された。

結果
03 -

01

検定結果



外国人労働者比率の影響

• 男女計: 正の符号、P値

<0.01で有意。

• 男性モデル: 女性モデル

より大きな係数

→ 男性の賃金上昇に強い影響

• 女性モデル: 一部推定方

法で有意性が弱い。

結果
03 -

01

推定結果（産業計）

検定の結果、選択されたモデル
出典：筆者推定



検定の結果、正統化されたモデル



外国人労働者比率の影響

• 男女計モデル: 正の符号

、P値<0.05で有意。

• 男性モデル: プーリング

推定でP値<0.001で有意

• 女性モデル: 固定効果・

ランダム効果推定でP値

<0.001で有意。

結果
03 -
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推定結果（製造業）

検定の結果、選択されたモデル
出典：筆者推定



検定の結果、正統化されたモデル



外国人労働者比率の影響

• 男女計: プーリング・固

定効果推定でP値<0.001

で有意。

• 男性モデル: プーリング

・ランダム効果推定で有

意。

• 女性モデル: 固定効果推

定で負の符号が確認。

結果
03 -

01

推定結果（宿泊業・飲食サービス業）

検定の結果、選択されたモデル
出典：筆者推定



検定の結果、正統化されたモデル



1.全体的な結果

• 外国人労働者比率の増加: 賃金に概ね正の影響を与える傾向。

• 性別の違い:

⚬ 男性モデル: 賃金上昇に対して概ね正の影響。

⚬ 女性モデル: 賃金上昇の影響が男性に比べて小さい影響。

• 先行研究との一致: 中村他（2009）の「男性に正の影響、女性に負の影響もし

くは無影響」と整合的。

考察
03 -
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外国人労働者比率と賃金への影響



2. 産業別の結果

• 製造業 → 男女計モデルで賃金に正の影響。

￭ 要因：外国人労働者が技能補完や労働力安定供給に寄与。賃金の底上げを促進。

• 宿泊業・飲食サービス業 → 男女計および女性モデルで賃金に負の影響。

￭ 要因:賃金競争の激化。低賃金職種への外国人労働者の参入が所定内平均給与を押し下

げる。

3. 政策的含意

• 宿泊業・飲食サービス業で賃金競争の緩和や労働市場格差の是正に向けた政策的配慮が必要

考察
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外国人労働者比率と賃金への影響
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まとめ04

1. 研究の成果

• 外国人労働者比率の増加が賃金に与える影響は、性別や産業構造により異なる。

⚬ 製造業: 賃金の底上げに寄与。

⚬ 宿泊業・飲食サービス業: 賃金競争を引き起こし、特に女性の賃金低下に影響。

2. 政策的示唆

• 外国人労働者の活用は労働力不足の解消に寄与する一方、賃金格差や産業間の不均衡が生じる

可能性がある

• 必要な政策対応：外国人労働者増加時における宿泊業・飲食サービス業での賃金競争緩和。

3. 今後の課題

• 労働者の 学歴や職種 といった詳細な属性を考慮した分析

• 被説明変数を、決まって支給する現金 あるいは賞与にして分析を行う
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